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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第52期
第３四半期
連結累計期間

第53期
第３四半期
連結累計期間

第52期
第３四半期
連結会計期間

第53期
第３四半期
連結会計期間

第52期

会計期間

自平成21年
４月１日
至平成21年
12月31日

自平成22年
４月１日
至平成22年
12月31日

自平成21年
10月１日
至平成21年
12月31日

自平成22年
10月１日
至平成22年
12月31日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

売上高（百万円） 6,218 16,369 2,978 4,466 9,980

経常損失（百万円） △2,222 △727 △695 △372 △2,715

四半期（当期）純損失（百万円） △2,436 △786 △624 △372 △2,959

純資産額（百万円） － － 36,706 35,481 36,480

総資産額（百万円） － － 38,740 38,332 38,643

１株当たり純資産額（円） － － 2,018.701,951.342,006.19

１株当たり四半期（当期）純損失

金額（円）
△134.04 △43.26 △34.31 △20.45 △162.80

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 94.7 92.5 94.4

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー（百万円）
△330 △5,544 － － △439

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー（百万円）
337 1,030 － － 230

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー（百万円）
△95 △94 － － △95

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
－ － 13,763 8,844 13,554

従業員数（人） － － 642 666 643

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成していますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

いません。

２．売上高には、消費税等は含まれていません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、１株当たり四半期（当期）純損失であ

り、また、潜在株式が存在しないため記載していません。
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２【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。

３【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数（人） 666 　

（注）　従業員数は就業人員です。

(2) 提出会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数（人） 467 　

（注）　従業員数は就業人員であり、当社から連結子会社への出向者（11人）を除いています。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第３四半期連結会計期間の生産実績を品目ごとに示すと、次のとおりです。

品目 金額（百万円） 前年同四半期比（％）

ワイヤボンダ 2,870 164.8

ダイボンダ 1,071 170.2

テープボンダ、フリップチップボンダ、そ
の他装置

40 －

補修部品 292 56.3

合計 4,273 147.9

（注）１．金額は販売価格により算出しています。

２．上記の金額には、消費税等は含まれていません。

(2) 受注状況

当第３四半期連結会計期間の受注状況を品目ごとに示すと、次のとおりです。

品目 受注高（百万円）
前年同四半期比
（％）

受注残高（百万円）
前年同四半期比
（％）

ワイヤボンダ 1,646 78.9 1,904 165.2

ダイボンダ 788 88.7 944 195.2

テープボンダ、フ
リップチップボン
ダ、その他装置

264 － 262 619.5

補修部品 276 46.1 60 20.9

合計 2,974 83.2 3,171 161.3

（注）１．金額は販売価格により算出しています。

２．上記の金額には、消費税等は含まれていません。
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(3) 販売実績

当第３四半期連結会計期間の販売実績を品目ごとに示すと、次のとおりです。

品目 金額（百万円） 前年同四半期比（％）

ワイヤボンダ 3,034 177.4

ダイボンダ 1,097 174.3

テープボンダ、フリップチップボンダ、そ
の他装置

44 66.4

補修部品 292 50.9

合計 4,466 150.0

（注）１．前第３四半期連結会計期間および当第３四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績および当該

販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりです。

相手先

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

Chengdu Advanced Power 

Semiconductor Co., Ltd.
－ － 697 15.6

UTAC Thai Limited 546 18.3 － －

２．Chengdu Advanced Power Semiconductor Co., Ltd.への前第３四半期連結会計期間の販売実績はありませ

ん。

３．UTAC Thai Limitedへの当第３四半期連結会計期間の販売実績は154百万円で、総販売実績に対する割合は

3.5％です。

４．上記の金額には、消費税等は含まれていません。

２【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

３【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社および連結子会社）が判断した

ものです。

(1) 経営成績

当第３四半期連結会計期間における世界経済は、緩やかな回復が続きましたが、先行きについては、景気回復への期

待が高まる一方で、米国住宅市場の長期的な低迷、欧州諸国の財政問題、新興国の物価高騰などへの懸念も広がるな

ど、不透明感を抱える状態で推移しました。

半導体業界においては、新興国における電子機器の需要が堅調であったことに加え、多機能携帯電話やタブレット

型パソコン向けに半導体の需要が拡大したことを背景に、半導体メーカー各社による活発な設備投資が続きました

が、夏以降、欧米市場におけるパソコンやデジタル家電の需要が伸び悩み、DRAM半導体の価格が下落したことなどか

ら、一転して、半導体メーカー各社による生産調整や組立装置への設備投資の先送りが相次ぎました。

このような状況の下、当社グループは、新製品を相次いで市場投入し、新たな顧客領域でのシェア拡大に努めるとと

もに、グローバル調達の推進、コストダウン設計による生産性の向上と原価低減など、経営課題であるコスト構造の

改革に引き続き取り組みました。この結果、売上は前年同期と比較して大きく伸展しましたが、市場価格の低迷と円

高の影響が収益性改善の効果を上回り、利益面では厳しい状況が続きました。

当社グループの当第３四半期連結会計期間の業績は、売上高4,466百万円（前年同四半期比50.0％増）、営業損失

234百万円（前年同四半期は780百万円の営業損失）、経常損失372百万円（前年同四半期は695百万円の経常損

失）、四半期純損失372百万円（前年同四半期は624百万円の四半期純損失）となりました。

当社グループの製品は、ワイヤボンダ、ダイボンダ、テープボンダ、フリップチップボンダ等のボンディング装置で

あり、いずれも、半導体製造工程の中でもICチップを固定、配線するボンディングと呼ばれる工程に使用される産業

用精密ロボットです。当社グループは、これらの製品の開発、製造、販売および販売済製品の保守サービスについて、

本社において、日本および海外の包括的な戦略を立案し、単一業種の事業活動を展開しています。

このため、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源の配分の決定および

業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものはないことから、セグメント情報ごとの記載を

省略しています。

(2) 財政状態

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前四半期末より679百万円減少し、38,332百万円となりました。主な増加

は、商品及び製品814百万円、仕掛品595百万円、投資有価証券620百万円であり、主な減少は、現金及び預金1,845百万

円、受取手形及び売掛金912百万円です。

負債合計は、前四半期末より641百万円減少し、2,851百万円となりました。主な増減は、買掛金の減少805百万円で

す。

純資産は、前四半期末より38百万円減少し、35,481百万円となりました。主な増減は、四半期純損失の計上による利

益剰余金の減少372百万円、その他有価証券評価差額金の増加351百万円です。

以上の結果、自己資本比率は、前四半期末の91.0％から92.5％となりました。

(3) キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間における現金及び現金同等物の期末残高は、前四半期末より1,872百万円減少し、8,844

百万円となりました。

当第３四半期連結会計期間におけるキャッシュ・フローの状況は、次のとおりです。

営業活動によるキャッシュ・フローは、1,707百万円の支出（前年同四半期は700百万円の支出）となりました。主

な増加は、減価償却費191百万円および売上債権の減少額913百万円によるものであり、一方で主な減少は、税金等調

整前四半期純損失358百万円、たな卸資産の増加額1,440百万円および仕入債務の減少額805百万円によるものです。

投資活動によるキャッシュ・フローは、155百万円の支出（前年同四半期は236百万円の収入）となりました。その

主な要因は、定期預金の払戻による収入194百万円の資金の増加に対し、定期預金の預入による支出229百万円およ

び有形固定資産の取得による支出99百万円の資金の減少によるものです。

財務活動によるキャッシュ・フローは、１百万円の支出（前年同四半期は２百万円の支出）となりました。これは、

主に配当金の支払いによるものです。
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(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(5) 研究開発活動

当第３四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、391百万円です。

なお、当第３四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

(6) 資本の財源

当第３四半期連結会計期間の所要資金は、すべて自己資金により充当し、外部からの調達は行っていません。
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第３【設備の状況】
(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設計画は次のとおりです。

会社名
事業所名

所在地
セグメン
トの名称

設備の内容
投資予定金額

資金調
達方法

着手及び完了予定
年月 完成後

の増加
能力

総額
(百万円)

既支払額
(百万円)

着手 完了

当社および
Shinkawa 
(Thailand) 
Co., Ltd.

タイ　パト
ンタニ県

－ 工場用地 355 －
自己資
金

平成23年
２月

平成23年
８月

未定

（注）　上記の金額には、消費税等を含めていません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
(平成22年12月31日)

提出日現在発行数（株）
(平成23年２月９日)

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 20,047,500 20,047,500
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

100株

計 20,047,500 20,047,500 － －

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成22年10月１日～
平成22年12月31日

－ 20,047,500 － 8,360 － 8,907

（６）【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握していません。
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成22年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしています。

①【発行済株式】

 平成22年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　 1,871,100 － 単元株式数　　100株

完全議決権株式（その他） 普通株式　18,148,700 181,487 同上

単元未満株式 普通株式　　　27,700 － －

発行済株式総数 20,047,500 － －

総株主の議決権 － 181,487 －

（注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が200株含まれています。また、「議

決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数２個が含まれています。

２．「単元未満株式」の欄には、自己株式が81株含まれています。

②【自己株式等】

 平成22年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

株式会社新川
東京都武蔵村山市伊奈

平二丁目51番地の１
1,871,100 － 1,871,100 9.33

計 － 1,871,100 － 1,871,100 9.33
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 1,590 1,556 1,408 1,369 1,160 945 888 985 917

最低（円） 1,359 1,274 1,215 1,144 915 863 782 751 831

（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものです。

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しています。

なお、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しています。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成

21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期

連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期

連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、アーク監査法人

による四半期レビューを受けています。

EDINET提出書類

株式会社新川(E01973)

四半期報告書

12/27



１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 11,898 16,903

受取手形及び売掛金 ※1
 7,436 4,101

商品及び製品 3,561 2,083

仕掛品 1,723 1,123

原材料及び貯蔵品 609 446

その他 791 305

貸倒引当金 △2 △18

流動資産合計 26,015 24,943

固定資産

有形固定資産

土地 4,929 4,929

その他（純額） ※2, ※3
 2,146

※2, ※3
 2,454

有形固定資産合計 7,075 7,382

無形固定資産

その他 280 380

無形固定資産合計 280 380

投資その他の資産

投資有価証券 3,288 4,232

その他 1,676 1,709

貸倒引当金 △3 △3

投資その他の資産合計 4,962 5,937

固定資産合計 12,317 13,700

資産合計 38,332 38,643

負債の部

流動負債

買掛金 1,619 1,326

未払法人税等 106 37

引当金 235 116

その他 382 268

流動負債合計 2,342 1,748

固定負債

引当金 379 285

その他 130 130

固定負債合計 509 415

負債合計 2,851 2,163
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 8,360 8,360

資本剰余金 8,907 8,907

利益剰余金 21,152 22,030

自己株式 △3,149 △3,148

株主資本合計 35,271 36,149

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 677 630

為替換算調整勘定 △480 △313

評価・換算差額等合計 197 317

少数株主持分 13 14

純資産合計 35,481 36,480

負債純資産合計 38,332 38,643
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 6,218 16,369

売上原価 5,135 12,508

売上総利益 1,083 3,860

販売費及び一般管理費

営業サービス費 303 487

従業員給料及び賞与 626 694

退職給付費用 43 67

試験研究費 1,065 1,089

製品保証引当金繰入額 93 192

その他 1,268 1,584

販売費及び一般管理費合計 3,397 4,113

営業損失（△） △2,314 △253

営業外収益

受取利息 47 35

受取配当金 43 43

助成金収入 ※1
 92 －

その他 59 51

営業外収益合計 241 129

営業外費用

為替差損 113 592

賃貸収入原価 37 －

その他 0 11

営業外費用合計 150 603

経常損失（△） △2,222 △727

特別利益

貸倒引当金戻入額 104 16

有形固定資産売却益 － 2

特別利益合計 104 19

特別損失

操業度低下損 ※2
 249 －

特別損失合計 249 －

税金等調整前四半期純損失（△） △2,367 △708

法人税、住民税及び事業税 12 102

法人税等調整額 56 △23

法人税等合計 68 79

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △787

少数株主利益又は少数株主損失（△） 1 △0

四半期純損失（△） △2,436 △786
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 2,978 4,466

売上原価 2,608 3,335

売上総利益 370 1,132

販売費及び一般管理費

営業サービス費 126 168

従業員給料及び賞与 208 222

退職給付費用 14 17

試験研究費 334 391

製品保証引当金繰入額 22 51

その他 446 517

販売費及び一般管理費合計 1,150 1,366

営業損失（△） △780 △234

営業外収益

受取利息 4 3

受取配当金 15 17

為替差益 35 －

助成金収入 ※
 31 －

受取保険金 － 7

その他 22 4

営業外収益合計 108 31

営業外費用

為替差損 － 167

賃貸収入原価 22 －

その他 0 2

営業外費用合計 22 169

経常損失（△） △695 △372

特別利益

貸倒引当金戻入額 98 14

特別利益合計 98 14

税金等調整前四半期純損失（△） △597 △358

法人税、住民税及び事業税 5 34

法人税等調整額 21 △19

法人税等合計 26 15

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △372

少数株主利益又は少数株主損失（△） 0 △1

四半期純損失（△） △624 △372
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △2,367 △708

減価償却費 552 544

貸倒引当金の増減額（△は減少） △104 △16

退職給付引当金の増減額（△は減少） 12 97

その他の引当金の増減額（△は減少） △102 119

受取利息及び受取配当金 △90 △78

為替差損益（△は益） 1 11

有形固定資産売却損益（△は益） － △2

売上債権の増減額（△は増加） △1,522 △3,385

たな卸資産の増減額（△は増加） 2,166 △2,167

仕入債務の増減額（△は減少） 707 344

その他 55 △359

小計 △691 △5,602

利息及び配当金の受取額 90 75

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 271 △17

営業活動によるキャッシュ・フロー △330 △5,544

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △2,914 △2,513

定期預金の払戻による収入 3,424 2,783

有形固定資産の取得による支出 △369 △217

有形固定資産の売却による収入 － 2

無形固定資産の取得による支出 △88 △16

投資有価証券の取得による支出 △20 －

投資有価証券の償還による収入 － 1,000

貸付けによる支出 △14 △11

貸付金の回収による収入 28 17

その他の支出 △16 △27

その他の収入 306 12

投資活動によるキャッシュ・フロー 337 1,030

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △1 △0

配当金の支払額 △94 △94

財務活動によるキャッシュ・フロー △95 △94

現金及び現金同等物に係る換算差額 19 △111

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △69 △4,719

現金及び現金同等物の期首残高 13,832 13,554

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 9

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 13,763

※
 8,844
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１．連結の範囲に関する事項

の変更

(1) 連結の範囲の変更

前連結会計年度に設立したShinkawa Vietnam Co., Ltd.は、本格稼働を開始したため、

第１四半期連結会計期間より連結の範囲に含めることとしています。

(2) 変更後の連結子会社の数

10社

２．会計処理基準に関する事

項の変更

資産除去債務に関する会計基準の適用

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第

18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しています。これに伴う損益に与

える影響はありません。

【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

（四半期連結損益計算書）

１．前第３四半期連結累計期間において区分掲記していた「賃貸収入原価」は、営業外費用の総額の100分の20以下と

なったため、営業外費用の「その他」に含めて表示することにしました。なお、当第３四半期連結累計期間の「そ

の他」に含まれている「賃貸収入原価」は９百万円です。

２．「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用によ

り、当第３四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目を新たに表示しています。

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

（四半期連結損益計算書）

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第３

四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目を新たに表示しています。
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【簡便な会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間 
（自　平成22年４月１日 
 至　平成22年12月31日）

１．一般債権の貸倒見積高の算定方法 当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率が前連結会計年度末に算定したも

のと著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率を

使用して、一般債権の貸倒見積高を算定しています。

２．棚卸資産の評価方法 実地棚卸を省略し、第２四半期連結会計期間に係る実地棚卸高を基礎として

継続的受払記録により算定しています。　

棚卸資産の簿価切り下げに関して、収益性の低下が明らかなものについての

み正味売却価額を見積り、簿価切り下げを行う方法によっています。

３．固定資産の減価償却費の算定方法 連結会計年度に係る固定資産の減価償却費を期間按分して算定しています。

４．製品保証引当金見積高の算定方法　 当第３四半期連結会計期間末の製品保証実績率が前連結会計年度末に算定し

たものと著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末の製品保証

実績率を使用して、製品保証引当金を算定しています。

５．法人税等並びに繰延税金資産及び繰

延税金負債の算定方法

法人税等の納付税額の算定においては、重要な加減算項目に限定しています。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

税金費用の計算 連結子会社の税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会

計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に

見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しています。

なお、連結子会社の法人税等調整額は、法人税、住民税及び事業税に含めて表

示しています。

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年12月31日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※１　四半期連結会計期間末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につい

ては、手形交換日をもって決済処理をしています。な

お、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休

日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期

手形が四半期連結会計期間末残高に含まれていま

す。

受取手形　　　　　　　　　　　　９百万円

──────

※２　有形固定資産の減価償却累計額は、13,705百万円で

す。

※２　有形固定資産の減価償却累計額は、13,643百万円で

す。

※３　有形固定資産に係る国庫補助金の受入れによる圧縮

記帳累計額は、建物及び構築物14百万円です。

※３　　　　　　　　　　同左
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（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

※１　助成金収入は、雇用調整助成金の受入れによるもので

す。

──────

※２　操業度が著しく低下したことに伴って発生した費用

を操業度低下損として特別損失に計上しています。

──────

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

※　助成金収入は、雇用調整助成金の受入れによるもので

す。

──────

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年12月31日現在） （平成22年12月31日現在）

現金及び預金勘定 16,862百万円

預入期間が３か月を超える定

期預金
△3,099 

現金及び現金同等物 13,763 

　

現金及び預金勘定 11,898百万円

預入期間が３か月を超える定

期預金
△3,054 

現金及び現金同等物 8,844 

　

（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自平成22年４月１日　至平成22

年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式　　20,048千株

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式　　 1,872千株

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

４．配当に関する事項

配当金支払額

　
　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月29日

定時株主総会
普通株式 91 5 平成22年３月31日平成22年６月30日利益剰余金
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自平成21年10月１日　至平成21年12月31日）及び前第３四半期連結累計期間（自平成

21年４月１日　至平成21年12月31日）

当社グループは、半導体製造装置の製造、販売及び販売済製品の保守サービスを事業として行っており、当該事業以

外に事業の種類がない単一セグメントであるため、事業の種類別セグメント情報を作成していません。

【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自平成21年10月１日　至平成21年12月31日）

 
日本

（百万円）
アジア
（百万円）

アメリカ
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高       

(1) 外部顧客に対する売上高 2,140 837 1 2,978 － 2,978

(2) セグメント間の内部売上高 762 85 11 858 △858 －

計 2,902 922 12 3,837 △858 2,978

営業利益又は営業損失（△） △792 11 3 △777 △3 △780

前第３四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年12月31日）

 
日本

（百万円）
アジア
（百万円）

アメリカ
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高       

(1) 外部顧客に対する売上高 4,797 1,420 2 6,218 － 6,218

(2) セグメント間の内部売上高 1,194 180 35 1,409△1,409 －

計 5,991 1,600 37 7,628△1,409 6,218

営業利益又は営業損失（△） △2,265 △59 8 △2,316 2 △2,314

（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しています。

２．本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりです。

(1) アジア………韓国、台湾、中国、フィリピン、シンガポール、マレーシア、タイ

(2) アメリカ……米国
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【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間（自平成21年10月１日　至平成21年12月31日）

 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 2,381 2 2,382

Ⅱ　連結売上高（百万円） － － 2,978

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の

割合（％）
79.9 0.1 80.0

前第３四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年12月31日）

 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 4,800 13 4,813

Ⅱ　連結売上高（百万円） － － 6,218

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の

割合（％）
77.2 0.2 77.4

（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しています。

２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりです。

(1) アジア……………韓国、台湾、中国、フィリピン、シンガポールほか

(2) その他の地域……米国、ドイツ、ポルトガルほか

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高です。

【セグメント情報】

当社グループの製品は、ワイヤボンダ、ダイボンダ、テープボンダ、フリップチップボンダ等のボンディング装

置であり、いずれも、半導体製造工程の中でもICチップを固定、配線するボンディングと呼ばれる工程に使用さ

れる産業用精密ロボットです。当社グループは、これらの製品の開発、製造、販売及び販売済製品の保守サービ

スについて、本社において、日本及び海外の包括的な戦略を立案し、単一業種の事業活動を展開しています。

このため、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源の配分の決定及

び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものはないことから、セグメント情報の記載

を省略しています。

（追加情報）

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21

年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　

平成20年３月21日）を適用しています。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年12月31日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 1,951.34円 １株当たり純資産額 2,006.19円

（注）　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりです。

 
当第３四半期連結会計期間末
（平成22年12月31日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

純資産の部の合計額（百万円） 35,481 36,480

純資産の部の合計額から控除する金額
（百万円）

13 14

（うち少数株主持分） (13) (14)

普通株式に係る四半期末（期末）の純資産額
（百万円）

35,467 36,465

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期
末（期末）の普通株式の数（千株）

18,176 18,176
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２．１株当たり四半期純損失金額

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額 134.04円 １株当たり四半期純損失金額 43.26円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載していません。

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載していません。

（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりです。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

四半期純損失（百万円） 2,436 786

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純損失（百万円） 2,436 786

期中平均株式数（千株） 18,177 18,176

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額 34.31円 １株当たり四半期純損失金額 20.45円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載していません。

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載していません。

（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりです。

 
前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

四半期純損失（百万円） 624 372

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純損失（百万円） 624 372

期中平均株式数（千株） 18,177 18,176

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

 

   平成22年２月12日
    

株式会社新川    

取締役会　御中    

   
    
 アーク監査法人
    

 
指定社員

業務執行社員
公認会計士 上田　正樹　　印

    

 
指定社員

業務執行社員
公認会計士 三浦　昭彦　　印

    

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社新川の平成

21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月

31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、す

なわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビュー

を行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に

対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社新川及び連結子会社の平成21年12月31日現在の財政状態、同日を

もって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しています。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

 

   平成23年２月９日
    

株式会社新川    

取締役会　御中    

   
    
 アーク監査法人
    

 
指定社員

業務執行社員
公認会計士 米倉　礼二　　印

    

 
指定社員

業務執行社員
公認会計士 三浦　昭彦　　印

    

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社新川の平成

22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月

31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、す

なわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビュー

を行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に

対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社新川及び連結子会社の平成22年12月31日現在の財政状態、同日を

もって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しています。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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